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土地区画整理事業地内で整備される公園は、事

業終盤に整備されることが多く、その間、周辺住民等

が公園を利用できない状況にあることから、公園を

先行整備すべきではないかとの神坂達成の質問に

対し、担当課からは「公園は重要な公共施設でもあ

ることから、公園管理者と調整しながら、公園として

の機能を早期に確保できるよう、整備してまいりた

い」との方向性が示されました。 

さいたま市議会議員（緑区）公明党 

子どもの貧困対策が一歩前進しました！ 

 

新入学用品費の入学前支給を実現！ 支給単価も倍増へ！ 
就学援助制度における新入学用品費は、経済的に

困窮しているご家庭や児童・生徒に対し支給されてい

る制度です。しかし、実際に支給されるのは、入学後

の７月となっており、一番お金のかかる入学時に活用

できないという課題がありました。このような状況にお

いて神坂達成は、入学前支給を一貫して主張してま

いりました。一昨年の一般質問に続き今議会では、文

部科学大臣の発言等を取り上げながら、入学前に支

給できるよう市に対して求めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果、教育委員会からは、中学校入学予定者の保

護者に対しては平成３０年４月より、小学校入学予定者

の保護者に対しては平成３１年４月の入学者より、入学

前支給の実施を目指すとの答弁がなされました。これ

によりランドセルや制服などの新入学用品の購入を目

的とする入学前の支給が実現することとなりました。 

区画整理地内で計画されている公園の早期完成を！ 

≪新入学用品費の入学前支給に向けたこれまでの取り組み≫ 

平成２７年１２月新入学用品費の前倒しについて議会質問。平成 28

年 2 月会派代表質問。平成 28 年 9 月さいたま市議会として決議が

纏まる。平成 28年 12 月会派質問。市からは 7月支給から 2か月早

め5月支給の方針が示される。平成２９年６月議会にて入学前支給の

方針が示される。 

また、新入学用品費の支給単価についても、小学生

が 20,470 円から 40,600 円に、中学生が 23,550 円から

47,400 円と約 2倍となる増額の方向性が示されました。 

 

 

 

 

 

 

 

今回の制度改正は、わずかな一歩かもしれませんが、

誰もが生まれ育った環境に左右されることなく学べる仕

組を作り、経済的に困窮しているご家庭に寄り添う制度

へと改善されたことは意義のあることだと考えます。これ

からも私、神坂達成は、皆さんから「住んで良かった、こ

れからもずっと住み続けたい街」と言っていただけるさい

たま市の実現を目指して全力で働いてまいります。 

これにより各地区の進捗状況や周辺権利者の意向、

また利用内容等を鑑みて公園整備が早期に確保され

るようになります。 



 

 

少子化対策が進みます。 
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不妊に悩む夫婦に対するさら

なる負担軽減のため、早期不妊

検査（９３６万円）、早期不妊治療

（1210 万円）、第２子以降の特定

不妊治療（１７３５万円）に対して、

それぞれ助成制度が拡充されま

す。今回の補正予算を受けて平

成29年8月の事業開始を目指し

ます。 
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私は、市民の声を大切にしながら、行政サービスや市民福祉の向上を目指しています。 

ご意見・ご要望などございましたら、お気軽にあなたの声をお聞かせください。 FAX０４８-８３１-２７７８ 

さいたま市は、平成２６年、高齢化率が 21％を超

え、超高齢社会に突入しました。また核家族化や単身

世帯の増加など、地縁、血縁関係の希薄化は今まで

果たしてきた地域の課題解決力を低下させ、その結

果、日常生活に不便をきたしながら相談することもな

く孤立化をし、また従来の縦割りの行政サービスでは

対応できない課題を抱えた市民の増加が危惧されて

います。さらに、福祉の相談に行きたくても、自分の欲

するサービスを相談できる窓口がどこにあるかわから

ず行政につながらないことで、問題が複雑・困難化し

ている場合もあります。これらの課題克服のため福祉

の窓口に「福祉コンシェルジュ」を配置し、相談機能の

強化を図るべきと提案しました。（要旨） 

答弁に立った市長からは、「不安な気持ちを抱きな

がら福祉の相談に訪れた市民が、同じような説明を窓

口ごとに何度も説明することなく、職員がその方の気

持ちに寄り添いながら、効率的に適切なサービスにつ

なげることが大切であると、常日頃から、関心を持っ

ていたところです。包括的な相談支援体制の構築に

は、福祉制度に精通し相談対応能力に長けた人材の

確保や育成、組織体制を整える課題もありますことか

ら、今後、他都市の状況を 

調査し、その中で議員ご指 

摘の「福祉コンシェルジュ」 

的な機能を含め、包括的な 

相談・支援を提供する体制 

を整えてまいりたい」との方 

向性が示されました。 

 「誰もが生き生き」希望都市へ 

核家族化や産婦の高齢化が進む中で、母子保

健の向上を目指して、出産後間もない時期の産婦

の身体機能の回復、授乳状況、精神状況などを把

握して必要な支援につなげるための産婦健康診査

事業（2893 万円）が始まります。 

産婦健康診査事業が始まります。 

＜6 月議会に計上された補正予算から＞ 

子育て支援対策が拡充されます。 

保育所ニーズがますます高まる中で、保育士を

確保することが大きな課題となっています。そこで

保育士が自分の子を預けて保育所等で働く場合

に、預けた子どもの保育料等を助成する制度が設

けられました。（１６３０万円）。 

具体的には、市から社会

福祉協議会を通じて貸付

を行い、２年間以上勤務

を継続した場合には返済

が免除される制度です。 

平成 29年 9月までに医療機関

の研修などの準備を整え 10 月

から事業開始の予定です。 


